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（2011 年 2 月 24 日掲載） 

 

NO．10 ＜生活困窮者支援＞「①「住まい対策の拡充」の延長について」（社会・援護局） 

＝厚生労働省社会援護局から，都道府県，指定都市及び中核市に向けた説明資料である＝ 

 

（１）住宅手当制度について 

○現下の厳しい雇用失業情勢に対応し，住宅を喪失した離職者等への対策に万全を期す

るため，平成２１年１０月から「住宅手当緊急特別措置事業」を実施しているところである。 

○この事業は，就労能力及び就労意欲のある方のうち，住宅を喪失した方又は喪失するお

それのある方に対して，賃貸住宅の家賃として住宅手当を支給することにより，再就職に

向けて安定した住居を確保できるよう支援するとともに，各自治体に配置される住宅確

保・就労支援員による就職活動支援を目的とするものである。 

○平成２１年１０月からの事業開始後の実績は以下のとおりである。 

【住宅手当実績】 

年度 支給決定数 就職者数 

Ｈ２１.１０ ～ Ｈ２２.１１ ６０，０５１件 (B)１２，１５７件 

うち新規決定分 (A) ４７，２１９件 ９，９５２件  

うち延長決定分 １２，８３２件 ２，２０５件 

就職率(B)/(A)：２４．８％                  （厚生労働省保護課調べ） 

 

○平成２２年４月から多くの方が住宅手当を活用して再就職できるよう，支給要件の一部緩

和，支給期間の延長，就職活動要件の一部強化等を実施し，失業等により住居を喪失し

た方等への対策を強化したところである。 

○また，公費である住宅手当が暴力団員活動の資金源に繋がることを防止するため，平成

２２年１０月に，暴力団員排除に関する取扱いを示すための実施要領改正を行ったところ

である。 

○本事業については，経済・雇用情勢等が依然として厳しい現状を踏まえ，平成２３年度も

実施できるよう，平成２２年度補正予算において，緊急雇用創出事業臨時特例基金の１

年延長を決定したところである。 

○今後も，利用者の視点に立った必要な運用改善等を図り，離職者が安心して再就職に向

けた活動を行うことができるよう，実効性のある支援を実施していくこととしているので，各

自治体においても，平成２３年度の事業実施に向け，実施体制を整備するとともに，より

一層の本事業の周知，広報及び利用促進に取り組んでいただきたくようお願いする。 
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（２）住宅手当受給者に対する就労支援の充実・強化について 

○住宅手当は，安心して再就職に向けた就職活動ができるよう必要な居住環境を確保でき

るよう支援するとともに，再就職又は収入増に向けた強力な就労，自立支援を目的として

おり，住宅手当の支給だけでなく，各自治体に住宅確保・就労支援員を配置していただ

き，住宅の確保や再就職に向けた就労支援を継続的に実施することが極めて重要であ

る。 

○平成２３年度においては，住宅手当受給者に対する支援体制の更なる充実・強化を図る

ため，各自治体においては，住宅確保・就労支援員の更なる増配置に努めていただくよう

お願いする。 

○特に，単なる住宅手当の支給事務担当として活用するのではなく，関係機関との連携構

築，ハローワークへの同行訪問など，本来の目的である受給者の住宅確保及び再就職

に向けた就労支援の強化を図るために活用していただくようご配慮いただきたい。 

○ハローワークは，住宅手当受給者に対して「就職安定プログラム」を活用した就労支援ナ

ビゲーターによるマンツーマン支援等を行っているところであるが，更に積極的な就労支

援を実施するために，新たに平成２３年度予算（案）においては，地方自治体とハローワ

ークが支援チームを構成して，共通の目標の下で住宅手当受給者等の就労支援を実施

する「福祉から就労」支援事業を計上しているところである。 

○住宅確保・就労支援員は，これらハローワークの施策と緊密に連携を図ることにより，より

一層の効果的な事業実施に取り組んでいただきたい。 

（参考・引用：2010 年度全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）資料） 
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